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教員採用と「質保証」
～教員採用試験の現状から～

（株）時事通信出版局 教育事業部

荒井篤子

2011年3月21日 「教員養成教育のカリキュラムマネジメントと『質保証』体制を考える」

教員採用試験の現状から見た論点

 教員養成教育のカリキュラムについて

→採用試験での出題を意識して策定することは、ほ
んとうに間違いか？

→学校現場のニーズに軸足を置いて策定することは、
避けなければならないのか？

 「人物評価」を重視する採用試験について

→「質保証」として大学が担うべきものはあるか？

文部科学省「生徒指導提要」に関する記述として適切でないものは、次の
１～５のうちどれか。 （2010 新潟市）
１．生徒指導とは、一人一人の児童生徒の人格を尊重し、個性の伸長を図
りながら、社会的資質や行動力を高めることを目指して行われる教育活動
のことである。

２．生徒指導は学校の教育目標を達成するうえで重要な機能を果たすもの
であり、学習指導に次いで学校教育において重要な意義を持つものである。

３．各学校においては、生徒指導が、教育課程の内外において一人一人の
児童生徒の健全な成長を促し、児童生徒自ら現在及び将来における自己
実現を図っていくための自己指導能力の育成を目指すという生徒指導の積
極的な意義を踏まえ、学校の教育活動全体を通じ、その一層の充実を図っ
ていくことが必要である。

４．児童生徒の自己実現の基礎にあるのは、日常の学校生活の場面にお
ける様々な自己選択や自己決定であり、自己選択や自己決定の場や機会
を与え、その過程において、教職員が適切に指導や援助を行うことによって、
児童生徒を育てていくことにつながる。

５．授業や休み時間、放課後、部活動や地域における体験活動の場におい
ても、生徒指導を行うことが必要であり、その際、問題行動など目前の問題
に対応するだけにとどめることがないようにする必要がある。

2010年夏の教員採用試験問題から 2010年夏の教員採用試験問題から

次のＡ～Ｅは、中央教育審議会の教育課程部会がとりまとめた「児童
生徒の学習評価の在り方について(報告)」(平成22年3月24日)に関するも
のである。各文の正誤を判定せよ。

（2010年 和歌山県・改題）

A． 学習評価は、学習指導要領の目標の実現状況を把握し、指導の改善
に生かすものなので、学習指導要領の改訂に伴い、その基本的な在り方に
ついて検討を行う。

B． 現在の「観点別学習状況の評価」と「目標に準拠した評価」は、小・中
学校において教師に定着しており、評価方法にも習熟し、あまり負担感もな
く、スムーズに行われている。

C．高等学校においては、小・中学校ほど「観点別学習状況の評価」が定
着していないので、生徒の進路の多様性にも配慮し、「観点別学習状況の
評価」には必ずしもこだわる必要はない。

D．学習指導に係るPDCAサイクルの中で、学習評価を通じ、授業の改善
や学校の教育活動全体の改善を図ることが重要である。

E． 学習状況を分析的に見る「評価の観点」については、「知識・理解」「技
能」「思考・判断・表現」「関心・意欲・態度」の四つの観点を基本としつつ、
各教科の特性に応じて設定することとする。

教員養成教育のカリキュラムについて

教員採用試験によく出題される領域等

生徒指導

学習指導要領

学習評価

教育法規

特別支援教育

教育改革の動向

養成段階で、教師
として必須の教養
ではないのか？

カリキュラムとして反映されているか

「人物評価」を重視する採用試験について

 「質保証」として大学が担うべきものはあるか？

→熱意・意欲・使命感を教員養成教育で育成できる
か

→自己表現のためのパフォーマンスを身に付けさせ
るのか？

でも、コミュニケーション能力は必要！
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 審議会等名称 答申・報告名および内容 
2009年夏の 

出題自治体 

2010年夏の 

出題自治体 

1996.7. 

(平8) 

中央教育審議会 

(第1次答申) 

21世紀を展望した我が国の教育の在り方について 

 →「生きる力」の定義 
神奈川  

1997.6. 

(平9) 

中央教育審議会 

(第2次答申) 
21世紀を展望した我が国の教育の在り方について   

1998.6. 

(平10) 

中央教育審議会 

(答申) 

幼児期からの心の教育の在り方について（新しい時代を拓

く心を育てるために－次世代を育てる心を失う危機－） 
  

1998.7. 
(平10) 

教育課程審議会 

 (答申) 

幼稚園，小学校，中学校，高等学校，盲学校，聾学校及び
養護学校の教育課程の基準の改善について 

 →平成10・11年版学習指導要領改訂について提言 

  

1998.9. 

(平10) 

中央教育審議会 

(答申) 
今後の地方教育行政の在り方について 奈良  

1999.6. 

(平11) 

生涯学習審議会 

(答申) 
生活体験・自然体験が日本の子どもの心をはぐくむ   

1999.12. 

(平11) 

教育職員養成審議会 

(第3次答申) 
養成と採用・研修との連携の円滑化について   

1999.12. 

(平11) 

中央教育審議会 

(答申) 
初等中等教育と高等教育との接続の改善について   

2000.12. 

(平12) 

教育課程審議会 

(答申) 

児童生徒の学習と教育課程の実施状況の評価の在り方に

ついて 
宮崎  

2000.12. 

(平12) 

教育改革国民会議 

(報告) 
教育を変える17の提案 奈良，香川  

2001.1. 

(平13) 
文部科学省 21世紀教育新生プラン  秋田 

2002.1. 

(平14) 
文部科学省 

確かな学力の向上のための2002アピール～学びのすすめ  

 →「確かな学力」という言葉が初めて示される 
 秋田 

2002.2. 

(平14) 

中央教育審議会 

(答申) 
今後の教員免許制度の在り方について  秋田 

2002.2. 

(平14) 

中央教育審議会 

(答申) 
新しい時代における教養教育の在り方について   

2002.6. 

(平14) 
文部科学省（手引） 情報教育の実践と学校の情報化   

2002.7. 

(平14) 

中央教育審議会 

(答申) 
青尐年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について 和歌山  

教育時事の出題傾向 ～主要な教育資料とその出題頻度～ 
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2003.3. 

(平15) 

中央教育審議会 

(答申) 

新しい時代にふさわしい教育基本法と教育振興基本計画

の在り方について 
  

2003.3. 
(平15) 

特別支援教育の在り
方に関する調査研究
協力者会議 

（最終報告） 

今後の特別支援教育の在り方について 

→「特殊教育」から「特別支援教育」への転換 

愛知，愛媛，高知， 

鹿児島 
 

2003.4 

(平15) 

不登校問題に関する

調査研究協力者会

（報告） 

今後の不登校への対応の在り方について 宮崎 
埼玉(小中)、島

根、大分 

2003.10. 

(平15) 

中央教育審議会 

（答申） 

初等中等教育における当面の教育課程及び指導の充実・改

善方策について 

→平成10・11年版学習指導要領の一部改正について提言 

奈良 秋田 

2003.12. 

(平15) 

文部科学省 

（通知） 

小学校，中学校，高等学校等の学習指導要領の一部改正等

について 
  

2004.1. 

(平16) 

中央教育審議会 

（答申） 

食に関する指導体制の整備について 

 →栄養教諭制度の創設 
  

2004.1. 

(平16) 

文部科学省 

（通知） 
児童虐待防止に向けた学校における適切な対応について   

2004.1. 

(平16) 

文部科学省 

（報告） 

小・中学校におけるＬＤ，ＡＤＨＤ，高機能自閉症の児童

生徒への教育支援体制の整備のためのガイドライン 

静岡，名古屋市，高

知 
高知、大分 

2004.1. 

(平16) 

文部科学省 

（通知） 
学校安全緊急アピール～子どもの安全を守るために」   

2004.1. 

(平16) 

文部科学省 

（報告書） 

キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議

報告書「児童生徒一人一人の勤労観，職業観をそだてるた

めに」 

宮崎  

2004.3. 

(平16) 

中央教育審議会 

（答申） 
今後の学校の管理運営の在り方について   

2004.10. 

(平16) 

文部科学省 

（報告書） 
児童生徒の問題行動対策重点プログラム（最終まとめ）   

2005.3. 

(平17) 

文部科学省 

（報告書） 

学校安全のための方策の再点検等についてー安全・安心な

学校づくりのための文部科学省プログラム 
  

2005.7. 

(平17) 

文部科学省 

（通知） 

不登校児童生徒が自宅においてＩＴ等を活用した学習活

動を行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等について 
高知  

2005.10. 

(平17) 

中央教育審議会 

（答申） 
新しい時代の義務教育を創造する 奈良 秋田 

2005.12. 

(平17) 

文部科学省 

（通知） 
登下校時の幼児児童生徒の安全確保について   

2005.12. 
文部科学省 

（報告書） 
読解力向上プログラム   
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2005.12. 

(平17) 

中央教育審議会 

（答申） 

特別支援教育を推進するための制度の在り方について 

 →「特殊教育」から「特別支援教育」への転換 
愛知  

2006.1. 
(平18) 

文部科学省 教育改革のための重点行動計画   

2006.3. 
(平18) 

文部科学省 
義務教育諸学校における学校評価ガイドライン 
 →2008年１月に高校の学校評価も含めて改訂   

2006.3. 

(平18) 

食育推進会議 

（内閣府） 
食育推進基本計画   

2006.4. 

(平18) 

文部科学省 

（通知） 

学校における個人情報の持出し等による漏えい等の防止

について 
 岩手 

2006.5. 

(平18) 

文部科学省 

（報告書） 
学校等における児童虐待防止に向けた取組について   

2006.6. 

(平18) 

文部科学省 

（通知） 

児童生徒の規範意識の醸成に向けた生徒指導の充実につ

いて 
 青森 

2006.7. 

(平18) 

中央教育審議会 

（答申） 
今後の教員養成・免許制度の在り方について 茨城，奈良  

2006.10. 

(平18) 

文部科学省 

（通知） 
いじめ問題への取り組みの徹底について 千葉、三重，宮崎 大分 

2006.11. 

(平18) 

文部科学省 

(手引) 

小学校・中学校・高等学校キャリア教育推進の手引 

―児童生徒一人一人の勤労観，職業観を育てるために― 

神奈川，千葉，山梨，

新潟，滋賀，奈良，

広島，鹿児島 

岩手、宮城、静

岡(高)、京都市 

2006.11. 
(平18) 

教育再生会議 
（有識者委員一同） いじめ問題への緊急提言   

2007.1. 
(平19) 

 
教育再生会議 

 

第１次報告「社会総がかりで教育再生を～公教育再生への
第一歩」 

  

2007.1. 

(平19) 

中央教育審議会 

（答申） 

次世代を担う自立した青尐年の育成に向けて～青尐年の

意識を高め，心と体の相伴った成長を促す方策について 
秋田  

2007.2. 

(平19) 

文部科学省 

（有識者会議） 

いじめを早期に発見し，適切に対応できる体制づくり～ぬ

くもりのある学校・地域をめざして 
青森，埼玉  

2007.2. 

(平19) 
文部科学省 

問題行動を起こす児童生徒に対する指導について（通知） 

 →「懲戒と体罰」の範囲を示す 

茨城，東京，京都府，

和歌山，岡山，高知，

福岡，佐賀，長崎 

岩手、埼玉(小

中)、三重、福

岡、沖縄 

2007.3. 
(平19) 

中央教育審議会 
（答申） 

教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度
の改正について 

  

2007.3. 
(平19) 

文部科学省 食に関する指導の手引   

2007.4. 

(平19) 
文部科学省 特別支援教育の推進について（通知） 

福井，愛知，三重， 

和歌山，奈良，島根，

徳島，愛媛，大分， 

鹿児島，沖縄 

神奈川、石川、

長野(小中)、長

野(高)、 静岡

(小中、高)、島

根、高知、大分、

鹿児島 
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2007.6. 

(平19) 

教育再生会議 

 

第２次報告「社会総がかりで教育再生を～公教育再生への

第一歩」 
  

2007.12. 

(平19) 

OECD 

（経済協力開発機構） 
生徒の学習到達度調査（PISA）2006結果 

北海道(2003 で出

題) 
群馬 

2007.12. 
(平19) 

 
教育再生会議 

 

第３次報告「社会総がかりで教育再生を −学校，家庭，
地域，企業，団体，メディア，行政が一体となって，全て
の子供のために公教育を再生する」 

  

2008.1. 

(平20) 

中央教育審議会 

（答申） 

幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学

習指導要領等の改善について 

 →平成20・21年版学習指導要領の改訂について提言 

北海道，秋田，栃木，

富山，神戸市，島根，

広島，山口，高知， 

福岡，鹿児島，宮崎 

秋田、岐阜、滋

賀、岡山、山口、

福岡、宮崎、鹿

児島 

2008.1. 

(平20) 

中央教育審議会 

（答申） 

子どもの心身の健康を守り，安全･安心を確保するために

学校全体としての取組を進めるための方策について 

 →学校保健安全法など改正 

福井，滋賀，大分 静岡(小中、高) 

2008.1. 

(平20) 
文部科学省 学校評価ガイドライン（改訂） 

茨城，山梨，奈良， 

愛媛，沖縄 

栃木、愛知、滋

賀 

2008.2. 

(平20) 

中央教育審議会 

（答申） 
新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について 秋田，宮崎  

2008.2. 

(平20) 

文部科学省 

(通知) 
児童生徒の安全の確保及び犯罪被害の防止について  秋田 

2008.4. 

(平20) 

中央教育審議会 

（答申） 
教育振興基本計画について～「教育立国」の実現に向けて 山形 

茨城、和歌山、

大分、鹿児島 

2008.7. 

(平20) 
文部科学省 教育振興基本計画策定 

北海道，青森，岩手，

埼玉，山梨，新潟， 

石川，愛知，京都府，

大阪（府市・堺市），

奈良，山口，長崎 

岩手、秋田、福

井、京都府、高

知、宮崎 

2009.1. 

(平21) 
文部科学省 学校における携帯電話の取扱い等について(通知) 

茨城，埼玉，新潟市，

滋賀，和歌山，高知，

宮崎 

静岡(小中、

高)、佐賀、長

崎 

2009.2. 
(平21) 

文部科学大臣 「心を育む」ための５つの提案 
～日本の良さを見直そう！～ 

茨城，宮崎  

2009.2. 
(平21) 

特別支援教育に関する
調査研究協力者会議 

特別支援教育の更なる充実に向けて～早期からの教育支
援の在り方について～(中間まとめ) 
 

新潟市  

2009.3. 

(平21) 
文部科学省 教育の情報化に関する手引 福岡 

群馬、奈良、和

歌山、島根、福

岡 

2009.3. 

(平21) 
文部科学省 教師が知っておきたい子どもの自殺予防(マニュアル)  新潟県 

2009.5. 

(平21) 
文部科学省 子どもの携帯電話等の利用に関する調査の結果について 福島，香川 兵庫 

2009.9. 

(平21) 

文部科学省 

 (通知) 
子どもの徳育の充実に向けた在り方について(報告)  青森 
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2010.1. 

(平22) 

文部科学省 

(通知) 

児童虐待防止に向けた学校等における適切な対応の徹底

について 
 

奈良、和歌山、

高知、鹿児島 

2010.3. 

(平22) 
文部科学省 

「生徒指導提要」作成 

→30年ぶりに改訂された生徒指導の基本書！ 
 

福島(小中)、茨

城、新潟市、福

井、奈良、高知 

2010.3. 

(平22) 

中央教育審議会 

教育課程部会（報告） 

児童生徒の学習評価の在り方について 

 →新学習指導要領に対応した学習評価について提言 
 

秋田、山梨、和

歌山 

2010.5. 

(平22) 

文部科学省 

(通知) 

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児

童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について（通知） 

→中教審の部会報告を受けて、教委等に通知したもの 

 
福島(小中)、茨

城、奈良 

2010.5. 

(平22) 

中央教育審議会 

キャリア教育・職業教育

特別部会(報告) 

今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方につ

いて(第2次審議経過報告) 
 秋田、京都府 

2010.7. 

(平22) 
文部科学省 学校評価ガイドラインを改訂   

2010.12 

(平22) 

OECD 

（経済協力開発機構） 
生徒の学習到達度調査（PISA）2009結果  

大阪府、高知

（PISA概要）   

2011.1 
(平22) 

中央教育審議会 
（答申） 

今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方につ
いて 

  

2011.？ 
(平23) 

中央教育審議会 
（答申） 

教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上
方策について   

2011.？ 
(平23) 

中央教育審議会 
（答申） 特別支援教育の在り方について   

年度もの 文部科学省 
全国学力・学習状況調査 

→2011年夏は平成22年度調査結果が出題対象！ 

東京、滋賀，徳島、

鹿児島 

東京、滋賀、高

知 

年度もの 文部科学省 
全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

→2011年夏は平成22年度調査結果が出題対象！ 
 東京 

年度もの 文部科学省 
児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 

→2011年夏は平成21年度データが出題対象！ 

埼玉，山口，高知， 

大分 

北海道、秋田、

東京、和歌山、

高知、大分 

年度もの 文部科学省 文部科学白書 
 →2011年夏は平成21年度または22年度版が出題対象 

大阪，福岡 

石川(21 年度
版)、愛知・大
阪・福岡・長崎
(20年度版) 

 近年の出題傾向  

→近年の教育課題・トピック（学力の向上～国内／国際学力調査、特別支援教育、キャリア教育、食

育、児童虐待）に関する出題頻度が圧倒的に高い。出典は中教審答申や報告書、文科省通知など。 

→2010年夏の試験では、2010年3月の中教審・教育課程部会の「児童生徒の学習評価の在り方につ

いて」の報告書（または5月の文科省通知）が早くも出題（茨城、山梨など）された。今後、学力

問題と関連させて出題が増える可能性がある。また、生徒指導に関するものでは、ここ数年、よく

出題されている文科省通知「問題行動を起こす児童生徒に対する指導について」（2007年2月）の

ほか、文科省通知「学校における携帯電話の取扱い等について」（2009 年 1 月）が頻出。さらに、

2010 年 6 月に、『生徒指導の手引』から約 30 年ぶりに改訂された生徒指導の基本書『生徒指導提

要』からの出題（茨城、奈良など）も登場し、これも2011年以降、必出の資料になりそうだ。 












